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を試験内容としている。すべての科目で6割以上の
点数であること，かつ，筆記試験と口頭試験を一定
の比率で換算した後の点数が合格ラインを越えてい
ることが，認可証取得の条件であった。しかし，試
験全体に合格できなくても，単科の試験検定証明書
をもらい，次回の試験でその科目を免除することも
できた。
その時の教育部の検定規定や各省教育庁の検定方
針の特色を簡略化すると，以下のようになる13。検
定試験合格者には，教員証書を発給する。不合格者
および未受験者の扱いに関しては，⑴教員講習所で
学習させて6カ月以内に再試験を行い，それまでは
正式な教員になることはできない，⑵学力ありと認
められる者は，2年以内に限って教員資格を認め，
学習させて再試験による合格を待つなどの規定が見
られた。また合格者の資格は，終身ではなく有効期
間が5 ～ 8年となっており，代用教員の場合は短く
て2 ～ 3年であった。
次いで初等教員に対する検定が強化されたのは，
国民政府統治下においてである。教育に対する国家
統制を強化しつつあった蔣介石国民政府は，北伐の
途上より開始した，三民主義を身につけた「党議教
師」の育成に全力を注いだ。
蔡元培が推進した大学区制の下に設けられた江蘇
大学区の『検定小学教員条例』は，「革命」反対を
主張する教員を排除し，三民主義，各教科の基礎知
識，教育原理，教育行政，共学法などを試験すると
規定している。
1922年には，『学校系統改革令』が公布された14。
1919年，反封建主義・反帝国主義の精神をもって
封建制の残滓を一掃しようとする声が強くなり，そ
のような背景の下に，1922年「新学制」と呼ばれ
たこの法令が誕生した。これにより，師範教育も民
主化・科学化の方向へ向かった。この法令は中等師
範教育内容の充実と学生資質の向上及び各地域の収
縮の余地を多く残すことを目的としており，これに
より師範学校と中学校の合併が行われた。この合併
により，師範区制度と師範教育系統の独立性および
師範生公費制度などが取り消された。また，本来あっ
た高等師範学校制度が廃止された。代わりに，師範
大学あるいは総合大学の教育学院で，中・高等学校
教員の養成を行うことになった。この改革令によれ
ば，師範教育機関は以下の六つの種類がある。師範
大学，師範専修科，師範学校，短期師範学校，高級
中学校師範科，師範講習所である。これまでの六つ
の高等師範学校は，北京高等師範学校のみ北京師範
大学と改称され残ったが，他の五つの高等師範教育
機関のすべては総合大学に合併された。
1922年11月には，山東省の済南で開かれた全国
教育会聯合会の議決をうけて，『学校系統改革案』
が公布された15。この学制改革案には，①社会変化
の需要に適応させる，②平民教育の精神を発揮する，
③個性の発展を図る，④国民の経済力に注意する，
⑤生活教育に注意する，⑥教育を普及させる，⑦各
地方に裁量の余地を与える，との目標が掲げられて
いた。小学校の修学年限を6年とし，初級4年，高
級2年に分け，初級小学のみの設立も認めた。また
義務教育を4年としたが，各地方の実情に応じて実
施を延期することができた。
この改革案の初等教育に関する部分では，児童中
心主義を採ることを提唱し，学制の弾力的な運用を
図り，年齢にとらわれない進級を認めていた。また，
中学校進学のための予備教育でない小学教育を唱
え，国民小学・高等小学の区別なく小学校と称する
方針を採り，入学年齢は各省ごとに定めることがで
きるとした。これは，初等教育に関する今までにな
い規定であった。つまり，従来の中央集権的な教育
方針とは一線を画する，地方分権的な方針が，提起
されているのである。
1929年には，『中華民国教育宗旨及其実施方針』
が国民政府により公布された16。この方針では，三
民主義が国民教育の本源として強調された。また，
これによると，「最新の科学教育および厳格な心身
訓練を以て，一般国民道徳上，学術上に最も健全な
師資の養成を主な任務として，可能な範囲で其れを
独立的に設置し，できる限りの郷村の師範教育を発
展すべき」という師範教育の方針が打ち出された。
1931年には，『三民主主義教育実施原則』が国民
党中央第一五七次常務会議を通過した17。これによ
ると，師範教育の目標は次のように規定されている。
①三民主義の精神に従い，ならびに社会生活の需要
をも参照し，最新の科学教育及び健全心身訓練を施
し，三民主義教育を施す教師を養成する。②学校は
社会と連携し，教育・学習・作業の統一環境をつく
る。③学生に教育事業の改革能力および終身服務の
精神を持たせる。③郷村師範教育は農村生活の改善
を重視すべきであり，その需要に適応し，郷村教育
あるいは社会教育の人材を養成する。
1932年には，『師範学校法』が発布された18。こ
こでは，師範教育の目標として，「中華民国教育宗
旨及びその実施方針に従って，厳格な心身訓練を
もって，小学校の健全な教員を養成する」ことが規
定された。その具体的な実施項目は，以下の各項で
ある。①強健な身体に鍛える，②道徳品得を陶冶す
る，③民族文化を培育する，④科学知能を充実する，
⑤勤労の習慣を養成する，⑥教育に対する学生の興
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　以上，本稿では近代中国における教員養成制度に
関わる我が国の先行研究と，中国における制度変遷
の概略を紹介した。紹介した教員養成制度変遷の概
要は，清末から中華民国に至るまでの時代であり，
いわば現代中国の序章となる時代に限定した概要と
言える。
　すでに先行研究も指摘していたが，清末期から中
華民国初期の新たな学校制度と教員並びに教員養成
制度の確立には，当時の日本からの影響が強く伺わ
れるが，やがてアメリカの新しい教育思想と学校制
度からの影響が強まっていたことを，あらためて確
認することができたと考える。
　対日戦争，第二次世界大戦の終了後，中国は中華
人民共和国として新たな国造りに取り掛かる。教員
養成についてもまた，当時のソビエト連邦の強い影
響のもとに大きく改革が進められることとなる。そ
の発展過程を明らかにするとともに，歴史的そして
現代的な特質を検討することが，今後の課題である。
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